
「マイナンバーカードの性急・拙速な運用拡大を行わないことを求める
意見書の提出について」不採択とする委員長報告に対する反対討論

石黒覚議員／質問
　新型コロナウイルス感染症は、
私たち人類に多くの教訓を残しま
した。令和5年5月8日から感染症
法上の5類に位置付けられ、私た
ちの日常生活も急速にコロナ前に
戻りつつあります。厚生労働省の
発表では、我が国の令和5年5月
8日までの感染者数が3,380万
2,739人を数え、死亡者数は7万
4,669人。県は、感染者数が23万
1,254人、死亡者数が370人です。
　これまでの吉村美栄子知事の県
民の皆様に対する発信力は、不安
な日常に少しでも安心感を届けてき
たと考えています。また、医療従事
者への感謝や支援体制の構築、
療養施設確保への迅速な対応、
経済支援対策の機敏な対応など、
日常生活や社会情勢の不安を少し
でも取り除くことに最善策を講じて
きたものと高く評価します。
　一方でコロナ禍により、地域コ
ミュニティの希薄化が進んだことも
事実ではないかと考えます。「コロ
ナ禍だから無理して出なくていい」
という風潮が、地域行事や祭りの

再開、地域での共同作業、またボ
ランティア活動などの足かせになっ
ていないか心配しています。
　吉村知事は、「コロナ克服・山形
経済再生」を掲げ、まさにその実
現に向けて「令和５年度県政運営
の基本的考え方」ならびに「新型
コロナをはじめとする社会の変化
を受けた今後の施策展開」を公表
しています。先日は、インバウンド
復活・県産農産物輸出復活を目
指して、台湾にトップセールスを実
施。また、東京・大阪での「やまが
た紅王」本格デビューのトップセー
ルスと、そのエネルギッシュな姿は、
県民皆様に元気と勇気を与えて
いると高く評価します。
　そこで、コロナ後の県づくりにつ
いて、吉村知事に伺います。
吉村美栄子知事／答弁
　新型コロナの感染拡大防止の
ための「新しい生活様式」への転
換や移動の制限により、観光業を
はじめ、飲食業や地域交通などで
深刻な影響を受けるなど、新型コ
ロナは、私たちの日常の暮らしや
企業の経済活動、地域社会に大

きな影響や変化をもたらしました。
「非接触・非対面」という行動規範
は、ライフスタイルを劇的に変化さ
せ、キャッシュレス決済やテレワー
クが普及するなど、急速かつ強制
的に社会全体のデジタル化を進め
ました。さらに、時間や場所にとら
われない働き方の拡大によって、
暮らしの質を重視する考えが広ま
り、若者を中心に地方移住への関
心や、環境問題に対する意識の
高まりを見せるなど、価値観の多
様化も進みました。こうしたコロナ
禍による影響や変化に対し、目の
前の対応として、疲弊した地域経
済の早期回復に取り組み、コロナ
後の時代の転換の先を見据えた
未来志向の県づくりを力強く進め
たいと考えています。
　地域経済の早期回復には、観
光の復活に取り組み、国内外の
観光需要をいち早く県に取り込み
ます。観光は地域の様々な産業と
の結びつきが強く裾野の広い産業
であり、社会経済活動が本格的
に再始動しつつある今こそ、官民
が連携して、交流人口の拡大を
図っていくことで、飲食店や交通
事業者へも経済効果を波及させ、
地域の賑わいや活力の向上に結

びつけたいと考えています。
　コロナ後の未来を見据えた県づ
くりは、デジタルやグリーンなど、県
の新たな成長に繋がる技術を積極
的に取り込み、国内外の活力を呼
び込みながら、持続可能な県をつ
くっていくことが重要です。対話型
人工知能に見られるように、デジタ
ル技術は目覚ましいスピードで進歩
しています。県も変化を見据えな
がら、暮らしの質の向上や産業振
興のためにＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）を推進するととも
に、カーボンニュートラルの実現に
向けた流れを経済発展へと結びつ
けるＧＸ（グリーントランスフォーメー
ション）にも取り組みます。
　さらに、変化の激しい時代だか
らこそ、皆様が安心して暮らし、
幸せを実感できる県づくりが重要
です。このため、医療・福祉の充
実や、デジタル技術も活用した生
活サービスの利便性を図っていく
とともに、近年、激甚・頻発化する
自然災害に強い強靭な県土づくり
に、ハード・ソフト両面から取り組
みます。暮らしの安心安全を土台
に、誰もが個性や能力を発揮でき
る地域社会の実現に向けて、誰
一人取り残さない包摂性や、多様

な価値観を認め合う寛容性を高
めていくとともに、将来を担う若者
の県内定着・回帰や子育て世代
などの移住、さらに留学生を含む
外国人材の受入れ拡大に向け
て、美しい自然環境や子育て環
境、高い精神性に基づく文化な
ど、多くの人々を惹き付ける県の
魅力をさらに磨き上げ、発信を強

化していきます。
　先人たちが困難を乗り越えてく
れたからこそ、私たちの生活があり
ます。私たちも未来に向けて、市町
村、事業者・団体、県議会、そして
県民の皆様と一緒になって前向き
なチャレンジを続けることで、真の
豊かさと幸せに満ち、輝き続ける
山形県の実現を目指していきます。
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山形県・令和5年度当初予算の主な事業①
みらい企画創造部●やまがた魅力体感関係人口創出事業費（①やまがた体験による移住・関係人口の創出②副業人材などの活用による関係人口の創出）……4,725.1万円
防災くらし安心部●水道事業運営基盤強化推進事業費（広域化による事業の効率化や経営資源の集約を図り水道事業基盤強化）……2,322.7万円
防災くらし安心部●庄内地区動物愛護センター整備事業費（老朽化した庄内地区動物管理センターの移転・新築）……757.5万円
環境エネルギー部●水素社会実現に向けた取り組み（①水素の利活用に関する勉強会の開催②水素利活用設備導入FS支援③水素ステーション整備促進など）……7,389万円
環境エネルギー部●カーボンニュートラルやまがた県民運動の推進（①県民運動の推進②家庭のカーボンニュートラル推進③住宅のカーボンニュートラル推進など）……1億6,953万円

コロナ後の未来を見据えた県づくりについて
令和5年6月26日（月）／代表質問

未来のスマートシティを目指す会津若松
市AiCTコンソーシアムが取り組む「ス
マートシティ会津若松」について現地調査。

まちづくり・交通インフラ対策
特別委員会現地調査（福島県）

県立博物館建設に関する議論を深めるた
めに、デジタル化や未来志向の博物館運
営に取り組む東京国立博物館を調査。

県議会会派・県政クラブの
現地調査（東京都）

石黒覚議員／質問
　新型コロナウイルス感染症によ
り産業を取り巻く状況は、県民の
消費行動や市場ニーズが大きく変
化していることに加え、ＤＸやＧＸと
いった社会経済環境の変化も加
速しています。また人手不足や資
源価格の高騰の影響もあり、中小
企業・小規模事業者は、将来へ
の生き残りをかけた「岐路」に立っ
ていると認識しています。
　企業の経営者のお話では「ＤＸ
やリスキリングなどの変化へ、どの
ように対応していけばいいのか」
「原材料などの価格高騰を価格転
嫁していく判断が難しい」「消費者
の流れが大きく変わり、選ばれる

商品と選ばれない商品が明確に
なっている」など、状況の変化や
これからの対応に悩んでいるお話
など、切実な声が届いています。
一方で「新しい時代に対応してい
かなければ、企業として生き残っ
ていけない」という危機感を抱き、
自らを変えていこうとする経営者も
います。しかし、そうした前向きな
経営者であったとしても、中小企
業・小規模事業者にとっては資金
も人材もノウハウも不足気味で、
変化に対応していくうえで、何か
ら手を付けていいのか分からない
状況で、一歩踏み出すことに躊躇
してしまうケースもあると思います。
　変化の激しい困難な時代である

今、中小企業・小規模事業者が生
き残っていくためには、大胆かつス
ピーディに対応していくことが必要
であると考えます。そこで、これか
らの企業支援の方向性をどのよう
に考え、どのように実現していくの
か、副知事に伺います。
平山雅之副知事／答弁
　デジタル社会が進展しているな
か、コロナ禍も相まって、社会経
済の大きな変革期を迎えていま
す。こうしたなかで産業が発展し
ていくには、県内企業の大宗を占
める中小企業・小規模事業者の
成長・発展が不可欠です。
　中小企業・小規模事業者の経営
者からお話を伺うと、強い成長意
欲を持ち、国内外のマーケットで戦
い結果をだしている企業がある一
方、ポテンシャルも意欲もあるもの
の、何から取り組んでよいのか分
からない、一歩を踏み出せないとい
う企業が存在すること。また、下請
体質への危機感と、原材料価格の
高騰が続くなかで、価格決定力の
獲得が必要だという思いを強くお
持ちである、と受け止めています。
　中小企業・小規模事業者が生き
残り、成長・発展していくためには、
「戦略性を持った経営」や「新しい

事業や領域への挑戦」、そして、
それらを実践する「ひとづくり」に
積極的に取り組む必要がありま
す。しかし、中小企業・小規模事
業者は経営資源（ヒト、モノ、カネ、
情報）が不十分であり、多様な経
営課題を抱えている状況です。こ
れらに対応するために、企業の取
り組みを推進する体制の再構築が
急務であり、令和6年の春をめど
に、経営力強化を支援する「（公
財）山形県企業振興公社」と新技
術・新製品開発を支援する「（公
財）山形県産業技術振興機構」を
再編・統合したいと考えています。
　この産業支援機関の再編によ
り、支援機能の集約化と質的向上
を図り、多様な経営課題に対する
「一元的かつ迅速な支援」を行え
るように取り組みます。新たな組織
では、経営戦略の構築から人的
資源の確保、新商品の開発や販
路開拓といった企業活動に対し、
必要とされる最適な支援を、スピー
ド感を持って提供することを目指し
ます。加えて、産業の新しい活力と
して期待できる創業を目指す人に
対しても、その段階やニーズに応
じたサポートを提供したいと考えて
います。さらに、地域で身近な相談

石黒覚議員●県政クラブを代表いたし
まして、ただ今議題になっております
「マイナンバーカードの性急・拙速な運
用拡大を行わないことを求める意見書
の提出について」提出された請願４号

は、極めて願意妥当とする立場から、
これを不採択とする総務常任委員長
報告に反対の立場から討論申し上げ
ます。
　まず、本請願におきましては、マイ

ナンバー制度そのものに反対するもの
ではないということを、改めて申し上げ
ておきます。そのうえで、現時点でもト
ラブルが後を絶たない状況にあるなか
で、2024年秋には現行の健康保険証
を原則廃止し、また年金預貯金口座

をひもづける制度をつくることも盛り込
まれています。
　相次ぐトラブルは、個人情報保護法
に基づき、そのことを最も尊重しなけ
ればならない、政府行政においてのト
ラブルです。請願にも記されています
が、国税庁が令和5年2月にデジタル
庁に伝えたにもかかわらず、放置する
デジタル庁の体質改善から始めるべき

だと申し上げたい。
　つい先日の地方紙記事で、登録事
務を担う自治体などの態勢が整わな
いのに普及を急いだこと、カード普及
を優先するあまり、現場の事務作業過
程でのミス防止策がおろそかになった
のではないかと指摘しています。国
民、県民の利便性を向上させる基盤
であるとしたうえで、国民、県民誰も

が納得するものでなければならない
し、運用当初からつまづきなど許され
なかったとしています。ましてや、その
総点検作業を最も担わなければなら
ないのは、地方自治体なのであります。
岸田政権政府は、今ここで一度誤っ
た進め方を反省し、国民の安心と、信
頼を回復するために、しっかりと説明
をする時だと思います。

令和5年7月10日（月）／反対討論

　以上の点を踏まえ、請願４号は採
択すべきものであり、不採択とする総
務常任委員長の報告には、強く憤りを
覚えます。山形県民にとって、日本国
民にとって、社会保障制度の根幹に
かかわる内容を含む極めて重要な請
願であり、これを不採択にするなど言
語道断と言わざるを得ないことを付し
て、反対討論といたします。

機関である商工会議所・商工会
や、技術支援を行う工業技術セン
ターなどの他の産業支援機関との
連携を強化することで、県内の産
業支援機関が一体となった企業支
援体制へと再構築していきます。
　県は、県内の中小企業・小規
模事業者が確固たる経営基盤を

築き、下請け体質から脱却し、新
たなビジネスに次 と々チャレンジす
ることで、社会変革や困難を乗り
越えていけるよう、支援体制の再
構築を進めながら、あらゆる経営
課題に関係機関が協調して対応
することで、県産業の持続的な発
展につなげたいと考えています。

東北中央道・日沿道青森、秋田、福島、新
潟、山形5県合同意見交換会ならびに国
土交通副大臣への要望活動に出席。

国土交通省・石井浩郎副大臣への
要望活動に出席（東京都）

令和4年11月11日（金）

令和4年11月15日（火）

令和4年11月2日（水）

「なみえスマートモビリティの実証実験」
「ゼロカーボンシティ宣言まちづくり」に取
り組む福島県浪江町を現地調査。

まちづくり・交通インフラ対策
特別委員会現地調査（福島県）

令和4年11月14日（月）活
動
日
誌
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